（様式１）補助金交付申請書
                                                                    年    月    日
特定非営利活動法人映像産業振興機構　理事長　殿
                                    
申請者
住所　
氏名
法人の名称及び
代表者の役職・氏名   印
クリエイターを中心としたグローバルコンテンツエコシステム創出事業費補助金交付申請書
（グローバルコンテンツの開発を目的に、試作コンテンツの制作等により多様な資金調達を目指す事業）
　クリエイターを中心としたグローバルコンテンツエコシステム創出事業費補助金交付規程第５条第１項の規定に基づき、上記補助金の交付について下記のとおり申請します。
記
１．申請者名
	


	事業の名称
	

	事業の目的
及び内容
	


２．間接補助事業の名称、目的及び内容
３．間接補助事業の開始及び完了予定日
	開始予定日
	交付決定を受ける日
	完了予定日
	平成　　年　　月　　日


４．間接補助事業全体に要する経費総額、補助対象経費、補助金交付申請額（※申請者分のみ記載）
	
	間接補助事業全体に
要する経費総額
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	事業費
	円
	円
	円


５．同上の金額の算出基礎
　　補助対象経費（円）×補助率（１／２）＝　補助金交付申請額
（注１）「間接補助事業全体に要する経費総額」とは、当該事業を遂行するために必要な経費の総額を意味します。
（注２）「補助対象経費」には、「間接補助事業全体に要する経費総額」のうちで補助対象となる経費について、消費税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入してください。なお、内訳を添付すること。
（注３）「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、その限度は、「補助対象経費」に補助率を乗じた額（千円未満は切捨て）をいいます。
（注４）「間接補助事業全体に要する経費総額」、「補助対象経費」及び「補助金交付申請額」については、各申請者分のみ記載してください。
（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること
＜記入サンプル＞
（様式１）補助金交付申請書

                                             平成 28年 6月 15日
特定非営利活動法人映像産業振興機構　理事長　殿
                                    
申請者
住所　東京都中央区築地4-1-1
氏名
〇〇〇〇株式会社
代表取締役社長 山田 太郎   印
クリエイターを中心としたグローバルコンテンツエコシステム創出事業費補助金交付申請書

（グローバルコンテンツの開発を目的に、試作コンテンツの制作等により多様な資金調達を目指す事業）
　クリエイターを中心としたグローバルコンテンツエコシステム創出事業費補助金交付規程第５条第１項の規定に基づき、上記補助金の交付について下記のとおり申請します。
記
１．申請者名
	〇〇〇〇株式会社　代表取締役社長 山田 太郎


	事業の名称
	新作アニメ「◯◯」のパイロットフィルム制作

	事業の目的
及び内容
	欧米の番組配信プラットフォーム及び、各種商談会でのピッチに参加するめに使用するパイロットフィルム（関連資料・絵コンテ等含む）の制作を行う。
制作したパイロットフィルムを使って、新作アニメ「◯◯」の本作３０分、全１２話の資金調達を目指して積極的に海外ディストリビューター、バイヤーへの営業を実施する。


２．間接補助事業の名称、目的及び内容
３．間接補助事業の開始及び完了予定日
	開始予定日
	交付決定を受ける日
	完了予定日
	平成30年 12月　20日


４．間接補助事業全体に要する経費総額、補助対象経費、補助金交付申請額（※申請者分のみ記載）
	
	間接補助事業全体に
要する経費総額
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	事業費
	5,560,880円
	3,808,780円
	1,904,000円



５．同上の金額の算出基礎
　　補助対象経費（円）×補助率（１／２）＝　補助金交付申請額
（注１）「間接補助事業全体に要する経費総額」とは、当該事業を遂行するために必要な経費の総額を意味します。
（注２）「補助対象経費」には、「間接補助事業全体に要する経費総額」のうちで補助対象となる経費について、消費税及び地方消費税相当額を差し引いた金額を記入してください。なお、内訳を添付すること。
（注３）「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、その限度は、「補助対象経費」に補助率を乗じた額（千円未満は切捨て）をいいます。
（注４）「間接補助事業全体に要する経費総額」、「補助対象経費」及び「補助金交付申請額」については、各申請者分のみ記載してください。
（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること
千円単位以下切り捨て








